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において、国家戦略特別区域においても、医療の一般原則として、非営利性の確保は当

然要請されること、医療法人の理事は医療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人

等の役職員の兼務は認められないことを明記し、非営利性につき十分留意の上、厳正に

対処することとしています。 

 つきましては、貴会におかれまして本件につきましてご了知いただき、貴会会員へ周

知方よろしくお願いいたします。 
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都道府県知事殿

国家戦略特別区域における医療法第46条の3第1項ただし書の認可に関

する取扱い及び医療法人の非営利性の徹底について

「国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律」(平成

27年法律第56号)が本年7月15日に公布されるとともに、「国家戦略特別区域法

及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関

する政令」(平成27年政令第303号)が本日公布され、いずれも、同年9月1日

から施行されるところである。

国家戦略特別区域における医療法(昭和23年法律第205号)第46条の3第1項

ただし書の認可(医師又は歯科医師でない理事のうちから選出する理事長の認可。

以下単に「認可」という。)の具体的な取扱いは、下記第1の通りであるが、国

家戦略特別区域においても、医療機関の開設者である医療法人の非営禾小性は、医

療の一般原則として当然に要請されるので、御留意の上、適切な運用を図ってい

ただきたい。

また、医療法人の理事長を含む役員については、原則として当該医療法人の医

療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人等の役職員を兼務していないこと

を求めているところであるが、国家戦略特別区域においても、上記の通り、医療

法人の非営禾IH生は、医療の一般原則として当然に要請されるものであるから、具

体的な運用に当たっては、下記第2に従い、十分に御留意の上、厳正に対処して

いただきたい。

医政発0828第Ⅱ号

平成27年8月28日

厚生

(公

労働省医政局長

印省略)

第1 国家戦略特別区域における認可について

1 国家戦略特別区域法(平成25年法律第107号。以下 N却という。)第H

条の2においては、国家戦略特別区域会議が、国家戦略特別区域医療法人運

営柔軟化事業(以下「運営柔軟化事業」という。)を定めた区域計画につい

て、内閣総理大臣の認定を受けたときは、都道府県知事は、「当該運営柔軟

化事業に係る医療法人」からの認可の申請について、「政令で定める基準」

に適合すると認める場合には、当該認可を「するものとする」とされている

点に留意するとと。

記
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2 「政令で定める基準」について

(1)国家戦略特別区域は、「国際的な経済活動に関連する居住者、来訪者若し

くは滞在者を増加させるため」、「国際的な経済活動の拠点を形成すること

が重要であることに鑑み」、「規制改革その他の施策を総合的かつ集中的に

推進する」ものとされている(法第1条、第2条第1項等)ことから、この

ような国家戦略特別区域の目的を踏まえ、国家戦略特別区域法施行令(平成

26年政令第99号。以下「令」という。)第H条は、「政令で定める基準」と

して、認可の申請に係る医療法人が、国家戦略特別区域において、国際的な、

経済活動の拠点の形成に資する医療の提供を行うものであることが必要であ

る旨を定めている。

(2)令第14条は、「政令で定める基準」にっいて、 a)に加え、認可の申請

に係る医療法人にっいて、①認可の申請に係る理事が、 2年以上医療法人の

理事としての経験を有するものであること(令第14条第1号)、②社会医療

法人又は特定医療法人(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第67条の2

第1項の承認を受けている医療法人)であること(令第14条第2号)、③地

域医療支援病院又は公益財団法人日本医療機能評価機構が行う病院機能評価

による認定を受けた病院を開設しているものであること(令第14条第3号)

のいずれかに該当することが必要である旨を定めている。

(3)(2)に掲げる基準のうち、①については、国家戦略特別区域において、

医療法人の運営の柔軟性を高め、国際的な経済活動の拠点の形成を促進する

観点から、「医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会について」(昭和

61年6月26日、健政発第410号。(4)において円召和61年通知」という。)

の基準を明確にしたものであることを踏まえ、①の基準に適合すると認める

ときは、認可することを基本とする点に留意すること。

ただし、法第14条の2では、運営柔軟化事業の内容として、「医療法人の

経営管理にっいて専門的な知識経験を有するもののうちから理事長を選出す

る」ことにより、「医療法人の運営の柔軟性を高め適切な医療を提供するこ

とを促進する」と規定されていることから、理事就任の際における経営上利

害関係にある営利法人等の関与の度合い、 2年以上の理事の間に担当してい

た具体的職務、その間における他法人の役職員との兼任の有無等を勘案し、

認可の申請に係る理事が、医療法人の非営禾小性を確保できるとともに、「医

療法人の経営管理にっいて専門的な知識経験を有するもの」か否かを確認す

る必要があること。

また、確認に当たって、判断に困難を伴う事案が生じた場合には、各都道

府県の判断で、都道府県医療審議会の意見聴取をするととを妨げるものでは

なし、こと。

確認の結果、「医療法人の経営管理について専門的な知識経験を有する」

と認められない場合には、「当該運営柔軟化事業に係る医療法人」からの認

2



可の申請には当たらないため、当該認可は認められない点に留意すること。

(4)(2)に掲げる基準のうち、②及び③については、昭和61年通知第 1の 5

(3)と同様の基準を、政令において明確化したものであるから、国家戦略特

別区域においても適切な運用が確保されるよう留意すること。

ただし、この場合も、認可の申請に係る理事が「医療法人の経営管理につ

いて専門的な知識経験を有するもの」か否かを確認し、確認の結果、「医療

法人の経営管理について専門的な知識経験を有する」と認められない場合に

は、「当該運営柔軟化事業に係る医療法人」からの認可の申請には当たらな

いため、当該認可は認められない点に留意すること。

第2 医療法人の非営利性の徹底等

1 国家戦略特別区域においても、営利を目的とする医療機関の開設は認めら

れない(医療法第7条第6項)、医療法人の剰余金の配当は認められない(

同法第54条)等、医療における非営利性の確保は、医療の一般原則として、

当然に要請される。

このため、「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確認について」(平

成 5年2月3日、総第 5 号・指第9号)第 1の 1 (2)④にあるとおり、「当

該運営柔軟化事業に係る医療法人」からの認可の申請について、「政令で定

める基準」に適合すると認める場合であっても、原則として、当該申請に係

る理事が、当該医療法人の医療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人

等の役職員を兼務することは認めらないことから、理事長として認可するこ

とは認められないことになるので、十分に留意の上、厳正に対処する必要が

あること。

2 法第14条の2は、「当該運営柔軟化事業に係る医療法人」からの認可の申

請について適用されるものであり、国家戦略特別区域に主たる事務所が所在

する医療法人であっても、同条の適用を希望しないもの、同条を適用するこ

とができないもの等については、「医療法人制度の改正及び都道府県医療審

議会について」(昭和61年6月26日、健政発第410号)第 1 の 5 (2)から(5)

までに基づき、理事長の認可の申請を行うことが可能であることに留意する
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の
事
業
活
動
の
支
援

に
関
し
必
要
な
協
力
を
行
う
こ
と
と
し
た
。
(
第
一
五

条
第
二
項
第
四
号
関
係
)

2
 
検
査
権
限
の
委
任

主
務
大
臣
は
、
機
構
等
に
対
す
る
立
入
検
査
の
権

限
の
一
部
を
内
閣
総
理
大
臣
に
委
任
す
る
こ
と
が
で

き
、
内
閣
総
理
大
臣
は
、
委
任
さ
れ
た
権
限
を
金
融

庁
長
官
に
委
任
す
る
こ
と
と
し
た
。
(
第
二
六
条
の
二

第
一
項
及
ぴ
第
三
項
関
係
)

三
中
小
企
業
に
よ
る
地
域
産
業
資
源
を
活
用
し
た
事
業

活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

1
 
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
の
追
加

こ
の
法
律
に
お
け
る
「
地
域
産
業
資
源
活
用
事
誰

に
関
し
、
地
域
産
業
資
源
で
あ
る
農
林
水
産
物
又
は

鉱
工
業
品
の
生
産
活
動
の
体
験
等
を
そ
の
特
徴
と
す

る
役
務
の
開
発
、
提
供
又
は
需
要
の
開
拓
を
追
加
す

る
こ
と
と
し
た
。
(
第
二
条
第
三
項
第
二
号
関
係
)

◇
官
公
需
に
つ
い
て
の
中
小
企
業
者
の
受
注
の
確
保
に
関

す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
法
律
第
五
七

号
)
(
経
済
産
業
省
)

一
官
公
需
に
つ
い
て
の
中
小
企
業
者
の
受
注
の
確
保
に

関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

1
 
新
規
中
小
企
業
者
・
.
国
等
の
定
義

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
新
規
中
小
企
業
き
と
は
、

中
小
企
業
者
で
あ
っ
て
、
事
業
を
開
始
し
た
日
以
後

の
期
問
が
一
0
年
未
満
の
個
人
又
は
設
立
の
日
以
後

の
期
間
が
一
0
年
未
満
の
会
社
に
該
当
す
る
も
の
を

い
う
こ
と
と
し
、
「
国
等
」
と
は
、
国
及
ぴ
公
庫
等
を

い
う
こ
と
と
し
た
。
(
第
二
条
第
二
項
及
ぴ
第
三
項
関

係
)

2
 
受
注
機
会
の
増
大
の
努
力

国
等
は
、
国
等
の
契
約
を
締
結
す
る
に
当
た
っ
て

は
、
新
規
中
小
企
業
者
を
は
じ
め
と
す
る
中
小
企
業

者
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
よ
う
に
努
醍
新

規
中
小
企
業
者
及
ぴ
組
合
を
国
等
の
契
約
の
相
手
方

と
し
て
活
用
す
る
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
し
た
。
(
第
三
条
関
係
)

茎
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2
 
地
域
産
業
資
源
活
用
支
援
事
業
の
定
義

孤
域
産
業
資
源
活
用
支
援
事
遊
と
は
、
地
域

産
業
資
源
活
用
事
業
を
行
う
者
に
対
し
て
行
う
地
域

産
業
資
源
を
活
用
し
た
商
品
又
は
役
務
の
需
要
の
動

向
に
関
す
る
情
報
の
提
供
等
の
支
援
を
行
う
事
業
を

い
う
こ
と
と
し
た
。
(
第
二
条
第
五
項
関
係
)

3
 
基
本
方
針
の
追
加

地
域
産
業
資
源
活
用
支
援
事
業
の
内
容
や
そ
の
促

進
に
当
た
っ
て
の
配
慮
に
関
す
る
事
項
を
追
加
す
る

こ
と
と
し
た
。
(
第
三
条
第
二
項
第
四
号
関
係
)

4
 
地
域
産
業
資
源
の
内
容
の
指
定
に
係
る
関
係
市
町

村
の
長
の
追
加

関
係
市
町
村
(
特
別
区
を
含
む
J
の
長
は
、
地
域

産
業
資
源
の
内
容
に
関
し
、
当
該
都
道
府
県
知
事
に

対
し
、
意
見
を
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し

た
。
(
第
四
条
第
二
項
関
係
)

5
 
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
計
画
に
記
載
す
る
事
項

の
追
加
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
の
実
施
に
協
力
す
る
者

が
あ
る
場
合
は
、
当
該
者
の
名
称
等
袈
そ
の
協
力

の
内
容
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し

た
。
(
第
六
条
第
三
項
第
三
号
関
係
)

6
 
地
域
産
業
資
源
活
用
支
援
事
業
計
画
の
認
定
等

一
般
社
団
法
人
等
は
、
地
域
産
業
資
源
活
用
支
援

事
業
計
画
を
作
成
し
、
主
務
大
臣
に
提
出
し
て
、
適

当
で
あ
る
旨
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
し
た
。
(
第
八
条
第
一
項
関
係
)

7
 
特
例
の
追
加

認
定
地
域
産
業
資
源
活
用
支
援
事
業
者
に
対
す
る

中
小
企
業
信
用
保
険
法
、
食
品
流
通
構
造
改
善
促
進

法
及
び
商
標
法
の
特
例
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。

余
一
0
条
第
六
項
第
三
条
第
一
項
第
一
号
及

ぴ
第
一
四
条
第
一
項
関
係
)

8
 
独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
の
行
う

地
域
産
業
資
源
活
用
促
進
業
務

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
は
、
認

定
地
域
産
業
資
源
活
用
事
業
者
等
に
対
し
て
必
要
な

資
金
の
貸
付
け
を
行
う
市
町
村
に
対
し
、
必
要
な
資

金
の
一
部
の
貸
付
け
の
業
務
等
を
行
う
こ
と
と
し

た
。
(
第
一
五
条
関
係
)

9
 
国
等
の
施
策
に
関
す
る
追
加

都
道
府
県
及
ぴ
市
町
村
は
、
基
本
方
針
を
勘
案
し
、

中
小
企
業
に
よ
る
地
域
産
業
資
源
を
活
用
し
た
事
業

活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
施

策
を
策
定
し
、
及
ぴ
実
施
す
る
よ
う
に
努
め
る
こ
と

と
し
た
。
(
第
一
六
条
第
二
項
関
係
)

四
施
行
期
日
等

ー
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
等
を

定
め
る
と
と
も
に
、
関
係
法
律
に
つ
い
て
所
要
の
規

定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

2
 
こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
公
布
の
日

か
ら
起
算
し
て
三
月
を
越
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て

政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

報官

1
更
1

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
ぴ
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御
名
御
璽

平
成
二
十
七
年
七
月
十
五
日

法
律
第
五
十
六
号

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
ぴ
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

(
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
の
一
部
改
正
)

凱目
次
中
露
十
三
垂
を
「
第
十
二
条
の
三
に
、
「
第
三
十
七
条
」
を
「
第
三
十
六
条
の
三
に
改
め
る
。

第
二
条
第
二
項
第
一
号
及
ぴ
第
三
項
中
「
第
十
三
条
」
を
「
第
十
二
条
の
二
」
に
改
め
る
。

第
八
条
第
二
項
第
三
号
中
「
第
十
三
条
」
を
「
第
十
二
条
の
二
」
、
に
改
め
、
同
条
第
九
項
中
ス
第
二
条
第
二
項
第

一
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
)
」
を
削
り
、
「
長
は
、
当
該
特
定
事
差
の
下
に
ス
第

二
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。
)
」
を
加
え
、
「
第
十
三
魯
を
「
第
十
二
条
の
三
に
改
め
る
。

第
十
条
第
二
項
中
「
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
)
」
を
「
定
め
ら
れ
た
特
定
事
茎
に
、
マ
及
ぴ
」
を
「
定
め

ら
れ
た
特
定
事
業
恐
」
に
改
め
、
「
当
該
特
定
事
業
笠
と
」
の
下
に
「
、
「
第
二
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の

に
限
る
一
と
あ
る
の
は
「
第
二
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
事
業
を
除
く
」
と
」
を
加
え
、
「
第
十
三
条
」
を
「
第

十
二
条
の
一
=
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
及
ぴ
第
十
三
条
」
を
「
、
第
十
三
条
」
に
改
め
、
「
地
方
教
育
行
政
の
組

織
及
ぴ
運
営
に
関
す
る
法
律
の
項
を
除
く
。
)
」
の
下
に
「
及
び
第
十
九
条
の
二
第
八
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の
規
声

を
、
「
第
十
二
条
第
五
項
」
の
下
に
「
、
第
十
九
条
の
二
第
四
項
」
を
加
え
、
同
項
の
表
第
十
九
条
第
一
項
第
三
号
の

項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

一
の
関
係
地
方
公
共
団
体

律

第
十
九
条
の
二
第
八

項
か
ら
第
十
項
ま
で

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

第
十
一
条
第
一
項
中
「
及
び
第
十
八
条
第
四
項
第
一
号
一
を
「
、
第
十
八
条
第
四
項
第
一
号
第
二
十
条
の
三
及

び
第
二
十
四
条
の
三
第
三
項
第
一
号
一
に
改
め
る
。

第
四
章
中
第
十
三
条
の
前
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

(
公
証
人
法
の
特
例
)

第
十
二
条
の
二
国
家
戦
略
特
別
区
域
会
議
が
、
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
事
業
と
し
て
、
公
証
人

役
場
外
定
款
認
証
事
業
(
国
家
戦
略
特
別
区
域
内
の
場
所
(
公
証
人
法
(
明
治
四
十
一
年
法
律
第
五
十
三
邑
第

十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
役
場
以
外
の
場
所
に
限
る
J
に
お
い
て
、
公
証
人
が
会
社
法
(
平
成
十
七
年
法
律
第

八
十
六
号
)
第
三
十
条
第
一
項
(
他
の
法
令
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
J
並
ぴ
に
一
般
社
団
法
人
及
ぴ
一

般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
(
平
成
十
八
年
法
律
第
四
十
八
号
)
第
十
三
条
及
ぴ
第
百
五
十
五
条
の
規
定
に
よ
る

定
款
の
認
証
を
行
う
事
業
を
い
う
。
次
項
及
ぴ
別
表
の
一
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
)
を
定
め
た
区
域
計
画
に
つ
い
て
、

内
閣
総
理
大
臣
の
認
定
を
申
請
し
、
そ
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
認
定
の
日
以
後
は
、
公
証
人
は
、
公
証

人
法
第
十
八
条
第
二
項
本
文
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
区
域
計
画
に
定
め
ら
れ
た
次
項
の
場
所
に
お
い
て
、

当
該
定
款
の
認
証
に
関
す
る
職
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

2
 
前
項
の
区
域
計
画
に
は
、
第
八
条
第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
と
し
て
、
公
証
人
役
場
外
定
款
認
証
事
業
を

実
施
す
る
場
所
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

当
該
地
方
公
共
団
体

一
の
地
方
公
共
団
体

つ
ー

る

当
該
関
係
地
方
公
共
団
体

平成27年7月15日水曜日 (号外第 158号)

呂1

法



.

:

6

9
 
厚
生
労
働
大
臣
及
び
関
係
地
方
公
共
団
体
は
、
第
五
項
に
規
定
す
る
事
業
実
施
区
域
に
お
い
て
、
そ
の
資
格
を

得
た
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
が
、
保
育
士
と
連
携
し
て
、
そ
の
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
も
っ
て
、
児

童
の
保
育
及
び
児
童
の
保
護
者
に
対
す
る
保
育
に
関
す
る
指
導
を
行
う
こ
と
に
よ
り
保
育
の
需
要
に
応
ず
る
た

め
、
児
童
福
祉
法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
基
準
の
設
定
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
は
、
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
十
八
第
一
項
の

W

登
録
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
経
過
し
た
日
(
次
項
に
お
い
て
ヨ
亙
経
過
日
」
と
い
う
J
以
後
に
お
い
て
は
、

児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
六
第
二
号
に
該
当
す
る
者
と
み
な
す
。

国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
は
、
三
年
経
過
日
に
、
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条

1

の
十
八
第
一
項
の
登
録
を
し
た
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
十
八
第
一
項
の
登
録
を
受
け
た

者
と
み
な
す
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
に
係
る
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す

る
同
条
第
一
項
の
登
録
は
、
当
該
三
年
経
過
日
に
、
そ
の
効
力
を
失
う
も
の
と
す
る
。

認
定
区
域
計
画
に
定
め
ら
れ
た
事
業
実
施
区
域
の
全
部
又
は
一
部
が
一
の
地
方
自
治
法
第
二
百
五
十
二
条
の
十

口

九
第
一
項
の
指
定
都
市
の
区
域
内
に
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
認
定
区
域
計
画
に
第
八
条
第
二
項
第
四
号
に
掲

げ
る
事
項
と
し
て
、
当
該
事
業
実
施
区
域
を
籍
す
る
都
道
府
県
の
知
事
と
当
該
指
定
都
市
の
長
の
合
意
に
よ
り

期
問
を
定
め
て
当
該
期
問
内
は
当
該
指
定
都
市
(
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
試
験
実
施
指
定
都
市
」
と
い
う
J
の

長
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
試
験
を
行
う
旨
が
定
め
ら
れ
て

い
る
と
き
は
、
第
六
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
期
間
内
は
、
当
該
試
験
実
施
指
定
都
市
の
長
が
国
家
戦
略

特
別
区
域
限
定
保
育
士
試
験
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
五
項
中
[
を
管
轄
す
る
都
道
府
県

の
知
事
」
と
あ
る
の
は
「
の
全
部
又
は
一
部
を
そ
の
区
域
に
含
む
試
験
実
施
指
定
都
市
(
第
十
二
項
に
規
定
す
る

試
験
実
施
指
定
都
市
を
い
う
。
次
項
及
ぴ
第
十
一
項
に
お
い
て
同
じ
J
の
長
」
と
、
第
六
項
中
「
都
道
府
県
の
知

事
」
と
あ
る
の
は
「
試
験
実
施
指
定
都
市
の
是
と
、
第
八
項
中
「
次
の
」
と
あ
る
の
は
「
同
法
第
十
八
条
の
八

第
三
項
中
「
都
道
府
県
」
と
あ
る
の
は
「
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
第
十
二
条
の
四
第
十
二
項
に
規
定
す
る
試
験
実

施
指
定
都
市
(
以
下
単
に
「
試
験
実
施
指
定
都
市
」
と
い
う
。
)
」
と
、
同
法
第
十
八
条
の
九
第
一
項
及
び
第
二
項
、

第
十
八
条
の
十
、
第
十
八
条
の
十
三
か
ら
第
十
八
条
の
十
五
ま
で
、
第
十
八
条
の
十
六
第
一
項
第
十
八
条
の
十

七
、
第
十
八
条
の
十
八
第
三
項
、
第
十
八
条
の
十
九
並
ぴ
に
第
十
八
条
の
二
十
中
「
都
道
府
県
知
事
」
と
あ
る
の

は
「
試
験
実
施
指
定
都
市
の
長
」
と
、
同
法
第
十
八
条
の
九
第
三
項
及
ぴ
第
十
八
条
の
十
八
第
.
二
項
中
[
都
道
府

県
L
 
と
あ
る
の
は
「
試
験
実
施
指
定
都
市
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
ほ
か
、
次
の
」
と
、
前
項
中
【
都
道
府

県
知
事
」
と
あ
る
の
は
「
試
験
実
施
指
定
都
市
の
長
の
管
轄
区
域
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
」
と
す
る
。

第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
十
八
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
い
る
者
が
認
定
区
域
計

玲

画
に
定
め
ら
れ
た
事
業
実
施
区
域
内
に
所
在
す
る
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供

の
推
進
に
関
す
る
法
律
(
平
成
十
八
年
法
律
第
七
十
七
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
認
定
こ
ど
も
園
法
」
と
い

う
。
)
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
職
員
と
な
る
場
合
に
お
け
る
認
定
こ
ど
も
園
法

恐
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
(
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
六
号
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
認
定
こ
ど
も
園
法
一
部
改
正
迭
と
い
う
J

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
謬
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

報官
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次
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
で
、
当
該
事
由
の
発
生
に
伴
い
合
理
的
に
必
要
と
判
断

さ
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
所
要
の
経
過
措
置
(
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
を
含
む
。
)
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
区
域
計
画
の
変
更
(
事
業
実
施
区
域
を
変
更
す
る
も
の
又
は
第
八
条
第

二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
事
業
と
し
て
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
事
業
を
定
め
な
い
こ
と
と
す
る

も
の
に
限
る
。
)
の
認
定

二
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
区
域
計
画
(
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
事
業
と
し
て

国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
事
業
を
定
め
た
も
の
に
限
る
J
の
認
定
の
取
消
し

第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
二
十
二
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役

玲

又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

前
項
の
罪
は
、
告
訴
が
な
け
れ
ば
公
訴
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
八
第
四
項
又
は
第
十
八
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
違

反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

玲
正
当
な
理
由
が
な
い
の
に
、
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
十
六
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
質
問
に
対
し
て
答
弁
を
せ
ず
、
若
し
く
は

虚
偽
の
答
弁
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
若
し
く
は
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
場

合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
指
定
試
験
機
関
(
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
八
条
の
九
第
一
項
に

規
定
す
る
指
定
試
験
機
関
を
い
う
J
の
役
員
又
は
職
員
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

N

一
第
七
項
の
規
定
に
違
反
し
た
者

二
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
児
童
福
祉
法
第
十
八
条
の
十
九
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
家
戦
略
特
別
区
域
限

定
保
育
士
の
名
称
の
使
用
の
停
止
を
命
ぜ
ら
れ
た
者
で
、
当
該
停
止
を
命
ぜ
ら
れ
た
期
間
中
に
、
国
家
戦
略
特

別
区
域
限
定
保
育
士
の
名
称
を
使
用
し
た
も
の

認
定
こ
ど
も
園
法
第
十
五
条

第
一
項

認
定
こ
ど
も
園
法
一

法
附
則
第
五
条
第
一

児
童
福
祉
法

部
改
正

項

児
童
福
祉
法

第
十
三
条
第
一
項
中
「
別
表
の
一
の
廼
を
「
別
表
の
一
の
四
の
項
」
に
改
め
る
。

の
例
)
を

の
し
を
削
り
同
の
柳
に
出
し
と
し
て
(

し

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
軍
成
二
十
五
年
法
律
第
百

七
邑
第
十
二
条
の
四
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る

児
童
福
祉
法

1
1
 
国
家
戦
略
箭
疑
会
が
、
第
粂
讐
碍
尋
驫
定
す
尋
蛋
巻
し
て
、
果
戦

略
特
別
区
域
医
療
法
人
運
営
柔
軟
化
事
業
(
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
、
医
師
又
は
歯
科
医
師
で
な
い
理
事

で
あ
っ
て
、
医
療
法
人
の
経
営
管
理
に
つ
い
て
専
門
的
な
知
識
経
験
を
有
す
る
も
の
の
う
ち
か
ら
理
事
長
を
選
出

す
る
こ
と
に
よ
り
、
医
療
法
人
の
運
営
の
柔
軟
性
を
高
め
適
切
な
医
療
を
提
供
す
る
こ
と
を
促
進
す
る
事
業
を
い

う
。
以
下
こ
の
条
及
ぴ
別
表
の
二
の
二
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
)
を
定
め
た
区
域
計
画
に
つ
い
て
、
内
閣
総
理
大
臣

の
認
定
を
申
請
し
、
そ
の
認
定
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
認
定
の
日
以
後
は
、
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
国
家
戦

略
特
別
区
域
医
療
法
人
運
営
柔
軟
化
事
業
に
係
る
医
療
法
人
か
ら
医
療
法
第
四
十
六
条
の
三
第
一
項
た
だ
し
書
の

認
可
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
申
請
が
医
療
法
人
の
運
営
の
柔
軟
性
を
高
め
適
切
な
医
療
を
提

供
す
る
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
認
可
を
す
る
も

の
と
す
る
。

(
水
産
業
協
同
組
合
法
の
特
例
)

第
十
四
条
の
三
国
家
戦
略
特
別
区
域
会
議
が
、
第
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
事
業
と
し
て
、
漁
業
生

産
協
業
化
促
進
事
業
(
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
、
漁
業
生
産
組
合
雪
該
国
家
戦
略
特
別
区
域
内
に
住
所

又
は
事
業
場
を
有
す
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
J
の
管
理
、
設
立
及
び
解
散
に
係
る
要
件
を

緩
和
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
組
合
員
の
漁
業
生
産
に
つ
い
て
の
協
業
化
を
促
進
す
る
事
業
を
い
う
。
別
表
の
二

の
三
の
項
に
お
い
て
同
じ
J
を
定
め
た
区
域
計
画
に
つ
い
て
、
内
閣
総
理
大
臣
の
認
定
を
申
請
し
、
そ
の
認
定
を

受
け
た
と
き
は
、
当
該
認
定
の
日
以
後
は
、
漁
業
生
産
組
合
の
管
理
設
立
及
び
解
散
に
係
る
水
産
業
協
同
組
合

法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
四
十
二
号
)
第
八
十
六
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
同
条
第
二
項
中
「
第
三
十
四
条
第
一
項
第
二
項
一
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
四
条
第
一
廼
と
、
「
第
三
十
四

条
第
二
項
中
「
五
人
」
と
あ
る
の
は
「
三
人
」
と
、
同
条
第
十
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
四
条
第
十
項
」
と
、

同
条
第
三
項
及
ぴ
第
四
項
中
「
七
人
」
と
あ
る
の
は
「
三
△
と
す
る
。

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百

七
号
)
第
十
二
条
の
四
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る

児
童
福
祉
法

同
条
の
次
に
次
の
二
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一

玲
特
定
道
路
公
社
が
民
間
資
金
法
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
公
社
管
理
道
路
運
営
権
を
設
定
し
た
場
合
に

お
け
る
道
路
整
備
特
別
措
置
法
第
十
条
第
四
項
第
十
四
条
第
十
五
条
第
四
項
第
十
七
条
第
三
項
第
二
十

四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
二
十
五
条
第
一
項
及
ぴ
第
五
十
二
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第

十
条
第
四
項
中
「
、
第
二
号
、
第
五
号
又
は
第
六
号
」
と
あ
る
の
は
「
又
は
第
二
号
」
と
、
同
法
第
十
四
条
中
「
料

金
」
と
あ
る
の
は
「
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
第
二
十
八
条
の
三
第
一
項
に

規
定
す
る
利
用
料
金
(
以
下
「
利
用
料
全
と
い
う
。
)
」
と
、
同
法
第
十
五
条
第
四
項
中
「
、
第
二
号
、
第
四
号

又
は
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
「
又
は
第
二
号
」
と
、
同
法
第
十
七
条
第
三
項
第
二
十
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項

並
び
に
第
五
十
二
条
中
「
料
全
と
あ
る
の
は
「
利
用
料
金
」
と
、
同
法
第
二
十
四
条
第
三
項
中
「
こ
の
法
律
の

規
定
に
よ
り
料
金
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
る
の
は
「
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
十
八
条
の
三
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
公
社
管
理
道
路
運
営
権
者
(
同
項
に
規
定
す
る
公
社
管
理
道
路
運
営
権
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
)

に
利
用
料
金
を
収
受
さ
せ
る
こ
と
と
し
て
い
る
一
と
、
「
料
金
の
徴
収
を
一
と
あ
る
の
は
「
当
該
公
社
管
理
道
路
運

営
権
者
が
利
用
料
金
の
徴
収
を
」
と
、
「
料
金
の
徴
収
施
逃
と
あ
る
の
は
[
利
用
料
金
の
徴
収
施
設
」
と
、
「
料
金

を
徴
収
さ
れ
る
」
と
あ
る
の
は
「
利
用
料
金
を
徴
収
さ
れ
る
」
と
、
同
法
第
二
十
五
条
第
一
項
中
「
料
金
を
徴
収

し
よ
う
一
と
あ
る
の
は
穴
厶
社
管
理
露
運
営
権
者
に
利
用
料
金
を
収
受
さ
せ
よ
う
」
と
、
「
そ
の
額
及
び
」
と
あ

る
の
は
「
そ
の
一
と
、
「
当
該
料
金
の
額
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
」
と
し
、
同
法
第
十
一
条
第
四
項
の
規
定
は
、

適
用
し
な
い
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
(
平
成
十
一

年
法
律
第
百
十
七
号
)
」
を
「
民
間
資
金
法
」
に
改
め
、
「
及
ぴ
次
条
」
を
削
る
。

別
表
第
九
号
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

報官

九
の
二

別
表
第
十
八
号
の
二
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

十
八
の
三

附
則

(
施
行
期
旦

地
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
育
成
等
事
業

る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
第
一
条
中
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
第
八
条
第
九
項
の
改
正
規
定
(
「
第
十
三
魯
を
「
第
十
二
条
の
二
」
に
改
め

る
部
分
を
除
く
。
)
、
同
法
第
十
条
第
二
項
の
改
正
規
定
(
「
第
十
三
条
」
を
「
第
十
二
条
の
三
に
改
め
る
部
分
を

除
く
。
)
及
び
同
法
第
二
十
七
条
の
次
に
見
出
し
及
ぴ
三
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
十
四
条
及
ぴ
第
十

九
条
の
規
定
公
布
の
日

二
第
二
条
中
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
十
八
条
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
三
十
条
第
一

項
の
改
正
規
定
及
ぴ
同
法
別
表
第
十
八
号
の
二
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
公
布
の
日
か
ら
起
算
し

て
一
.
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

三
附
則
第
十
五
条
の
規
定
労
働
者
派
遣
事
業
の
適
正
な
運
営
の
確
保
及
ぴ
派
遣
労
働
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法

号
)
の
公
布
の
日
又
は
こ
の
法
律
の
施
行
の
日

律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
二
十
七
年
法
律
第

の
い
ず
れ
か
遅
い
日

霪
過
措
違

第
二
条
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後

の
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
第
十
二
条
の
三
第
十
一
項
の
表
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
ぴ
教
職
員
定
数
の

標
準
に
関
す
る
法
律
(
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
十
六
号
)
の
項
中
「
及
び
義
務
教
育
学
校
並
ぴ
に
一
と
あ
る
の
は
、

「
並
び
に
」
と
す
る
。

こ

民
間
事
業
者
に
よ
る
公
社
管
理
道
路
運
営
事
業

(
児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正

第
三
条
児
童
福
祉
法
(
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
邑
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

こ

第
十
八
条
の
五
第
二
号
中
「
禁
鈿
」
を
「
禁
鈿
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
七
号
)
第
十
二
条
の
四
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第

十
八
条
の
十
九
第
一
項
第
二
号
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
起

算
し
て
二
年
を
経
過
し
な
い
者

(
通
訳
案
内
士
法
の
一
部
改
正

第
四
条
通
訳
案
内
士
法
(
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
十
邑
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

八
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
第
十
九
条
の
二
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る

第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
地
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
の
業
務
の
禁
止
の
処
分
を
受
け
た
者
で
、
当

該
処
分
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
も
の

第
四
条
中
第
九
号
を
削
り
、
第
十
号
を
第
九
号
と
す
る
。

電
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正

第
五
条
奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
(
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。
第
十
七
条
第
五
項
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

八
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
第
十
九
条
の
二
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る

通
訳
案
内
士
法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
地
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
の
業
務
の
禁
止
の
処
分
を
受

け
た
者
で
、
当
該
処
分
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
も
の

第
十
七
条
第
五
項
中
第
九
号
を
削
り
、
第
十
号
を
第
九
号
と
す
る
。

(
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
改
正
)

第
六
条
住
民
基
本
台
帳
法
(
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
二
の
七
の
項
中
「
通
訳
案
内
士
迭
の
下
に
ス
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
十
号
)
」
を
加
え
、
同
表
の
七

の
二
の
項
中
「
総
合
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
三
年
法
律
第
八
十
一
号
)
」
を
「
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四

年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
」
に
、
「
第
二
十
条
第
八
項
及
ぴ
第
四
十
三
条
第
八
項
」
を
「
第
十
九
条
の
二
第
八
項
」
に
改

め
、
「
(
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
十
号
)
」
を
削
る
。

別
表
第
三
の
二
十
一
の
二
の
項
、
別
表
第
四
の
六
の
二
の
項
及
び
別
表
第
五
第
二
十
六
号
の
二
中
「
総
合
特
別
区

域
法
」
を
「
構
造
改
革
特
別
区
域
迭
に
、
「
第
二
十
条
第
八
項
及
び
第
四
十
三
条
第
八
墓
を
「
第
十
九
条
の
二
第

八
項
」
に
改
め
る
。

(
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正

第
七
条
小
笠
原
諸
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
(
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
七
十
九
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。
第
十
七
条
第
五
項
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

八
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
第
十
九
条
の
二
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る

通
訳
案
内
士
法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
地
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
の
業
務
の
禁
止
の
処
分
を
受

け
た
者
で
、
当
該
処
分
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
も
の

第
十
七
条
第
五
項
中
第
九
号
を
削
り
、
第
十
号
を
第
九
号
と
す
る
。

(
外
国
人
観
光
旅
客
の
旅
行
の
容
易
化
等
の
促
進
に
よ
る
国
際
観
光
の
振
興
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

第
八
条
外
国
人
観
光
旅
客
の
旅
行
の
容
易
化
等
の
促
進
に
よ
る
国
際
観
光
の
振
興
に
関
す
る
法
律
(
平
成
九
年
法
律

第
九
十
一
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
三
条
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

八
構
造
改
革
特
別
区
域
法
(
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
十
九
号
)
第
十
九
条
の
二
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る

通
訳
案
内
士
法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
地
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
の
業
務
の
禁
止
の
処
分
を
受

け
た
者
で
、
当
該
処
分
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
も
の

第
十
三
条
中
第
九
号
を
削
り
、
第
十
号
を
第
九
号
と
す
る
。

1

ノ

日
力
ら

一
月

め
る
日
力
ら
一

第
十
九
条
の
二

し

第
二
十
八
条
の
三

こ1
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.

明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

冒
一
、
、
シ
一
一
一
、
、
、
、

、
一
一
竺
:

〔
法
律
〕

0
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑

化
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
(
六
一
)

〔
政
令
〕

0
全
国
新
幹
線
鉄
道
整
備
法
施
行
令
袈
国

土
交
通
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
会
δ
9

0
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別

す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法

律
及
ぴ
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人

を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整

備
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
総
務

省
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令

会
一
0
一
)

0
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
施
行
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
会
一
0
五
)

0
平
成
二
十
七
年
六
月
二
日
か
ら
七
月
二
十

六
日
ま
で
の
問
の
豪
雨
及
び
暴
風
雨
に
よ

る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害
並
び
に
こ

れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関

す
る
政
令
会
δ
さ

0
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の

法
律
の
一
部
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

会
一
0
七
)

0
電
気
事
業
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
会
一
0
八
)

0
電
力
取
引
監
視
等
委
員
会
令
会
δ
九
)

0
株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業

支
援
機
構
法
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

会
二
0
)

0
株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業

支
援
機
構
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の

整
備
に
関
す
る
政
令
会
三
)

0
株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業

支
援
機
構
法
第
五
条
第
三
項
の
倍
数
を
定

め
る
政
令
会
三
一
)

〔
省
令
〕

0
株
式
会
社
海
外
通
信
・
放
送
・
郵
便
事
業

支
援
機
構
法
施
行
規
則
(
総
務
七
己

0
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
船
舶
の
設
備

等
の
検
査
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
(
国
土
交
通
六
五

0
二
酸
化
炭
素
放
出
抑
制
対
象
船
舶
の
二
酸

化
炭
素
放
出
抑
制
指
標
に
関
す
る
基
準
を

定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

(
国
土
交
通
・
環
境
己

〔
告
示
〕

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件

(
総
務
二
九
五

報

0

官

D
一
八

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た

の
で
公
表
す
る
件
(
同
二
九
六
)

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
政
治
団

体
の
解
散
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す

る
件
(
同
二
九
七
)

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
公
表
す
る

件
(
同
二
九
八
)

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が

あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件
(
同
二
九
九
)

0
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
よ
る
資
金
管

理
団
体
の
指
定
の
取
消
し
の
届
出
が
あ
っ

た
の
で
公
表
す
る
件
(
同
三
0
0
)

0
海
洋
汚
染
等
及
ぴ
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
船
舶
の
設
備

等
の
検
査
等
に
関
す
る
規
則
第
一
条
の
二

十
三
第
一
項
第
三
号
の
船
舶
を
定
め
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

国
土
交
通
九
六
己

0

日

六

0

の
一
"
を
正
す
る
律
の
施

行
に
伴
う
関
係
政
の
用
に
関
る

1
0
国
家
戦
略
特
別
区
域
を
定
め
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
会
一
0
四
)

1

一
九

る

の

云

を

三

る
、

手

三

本
号
で
公
布
さ
れ
た

Ξ

亘

◇
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す
る

法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
霧
律
第
六
一
号
)

(
経
済
産
業
省
)

一
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に
関
す

る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

1
 
定
義

日
「
旧
代
表
き
と
は
、
特
例
中
小
企
業
者
の
代

表
者
で
あ
っ
た
者
で
、
他
の
者
に
対
し
て
、
当
該

特
例
中
小
企
業
者
の
株
式
等
の
贈
与
を
し
た
も
の

を
い
う
こ
と
と
し
た
。
(
第
三
条
第
二
項
関
係
)

⇔
「
後
継
者
」
と
は
、
旧
代
表
者
か
ら
当
該
特
例

中
小
企
業
者
の
株
式
等
の
贈
与
を
受
け
た
者
(
以

下
「
特
定
受
贈
き
と
い
う
。
)
又
は
当
該
特
定
受

贈
者
か
ら
当
該
株
式
等
を
相
続
、
遺
贈
若
し
く
は

贈
与
に
よ
り
取
得
し
た
者
で
、
当
該
特
例
中
小
企

業
者
の
総
株
主
又
は
総
社
員
の
議
決
権
の
過
半
数

を
有
す
る
代
表
者
で
あ
る
も
の
を
い
う
こ
と
と
し

た
。
(
第
三
条
第
三
項
関
係
)

国
「
推
定
相
続
人
」
と
は
、
,
相
続
が
開
始
し
た
場

合
に
相
続
人
と
な
る
べ
き
者
の
う
ち
、
被
相
続
人

の
兄
弟
姉
妹
及
び
こ
れ
ら
の
者
の
子
以
外
の
者
を

い
う
こ
と
と
し
た
。
(
第
三
条
第
四
項
関
係
)

2
 
後
継
者
が
取
得
し
た
株
式
等
に
関
す
る
遺
留
分
の

算
定
に
係
る
合
意
等

H
 
旧
代
表
者
の
推
定
相
続
人
恐
後
継
者
は
、
そ

の
全
員
の
合
意
を
も
っ
て
、
書
面
に
よ
り
、
所
要

の
定
め
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。
(
第
四
条
第
一
項

関
係
)

国
旧
代
表
者
の
推
定
相
続
人
及
ぴ
後
継
者
は
、
日

の
合
意
を
す
る
際
に
、
併
せ
て
、
そ
の
全
員
の
合

意
を
も
っ
て
、
書
面
に
よ
り
、
所
定
の
場
合
に
当

該
後
継
者
以
外
の
推
定
相
続
人
が
と
る
こ
と
が
で

き
る
措
置
に
関
す
る
定
め
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
と
し
た
。
(
第
四
条
第
三
項
関
係
)

3
 
後
継
者
が
取
得
し
た
株
式
等
以
外
の
財
産
に
関
す

る
遺
留
分
の
算
定
に
係
る
合
意
等

日
旧
代
表
者
の
推
定
相
続
人
及
び
後
継
者
は
、
 
2

の
H
の
合
意
を
す
る
際
に
、
併
せ
て
、
そ
の
全
員

の
合
意
を
も
っ
て
、
書
面
に
よ
り
、
後
継
者
が
当

亘

法
令
の
あ
ら
ま
し

一
八

量
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.

一

冒

、

.

(
総
務
省
組
織
令
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
)

第
十
条
附
則
第
一
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
四
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
総
務
省
組
織
令
第
七
条
第
一
項
第
十
三
号
並
ぴ
に
第
四
十
七
条
第
四
号
及
び
第
六
号
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
十
三
号
中
「
通
知
並
び
に
番
号
利
用
法
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
個
人
番
号
力
ー
ド
(
同

号
に
お
い
て
「
個
人
番
号
力
ー
ド
」
と
い
う
。
)
一
と
あ
り
、
及
ぴ
同
条
第
四
号
中
「
通
知
並
ぴ
に
個
人
番
号
力
ー
ド
」

と
あ
る
の
は
「
通
包
と
、
同
条
第
六
号
中
「
電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
」
と
あ
る

の
は
「
電
子
署
名
に
係
る
地
方
公
共
団
体
」
と
す
る
。

(
特
別
区
の
特
例
)

第
十
一
条
番
号
利
用
法
整
備
法
第
十
七
条
第
二
項
、
第
十
八
条
第
四
項
第
二
十
条
第
四
項
及
び
第
六
項
か
ら
第
八

項
ま
で
、
第
二
十
二
条
第
二
項
及
ぴ
第
四
項
か
ら
第
六
項
ま
で
並
ぴ
に
第
三
十
二
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
特
別
区
は
市
と
、
特
別
区
の
区
長
は
市
長
と
み
な
す
。

(
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
施
行
令
の
一
部
改
正

第
十
二
条
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
施
行
令
(
平
成
十
年
政
令
第
百
七
十
八
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。第
六
条
第
一
項
及
ぴ
第
二
項
第
八
号
中
「
第
三
十
条
の
三
十
三
を
露
三
十
条
の
三
十
ご
に
改
め
る
。

靈
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
の
一
部
改
正

第
十
三
条
地
方
自
治
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
(
平
成
二
十
七
年
政
令
第
三
十
量
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
条
の
う
ち
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
第
三
十
二
条
第
二
項
の
表
第
十
三
条
第
三
項
の
項
の
改
正
規
定
中

「
。
第
三
十
条
の
十
五
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
削
る
。

第
三
十
八
条
の
見
出
し
を
ス
電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
改
正
)
」
に
改
め
、
同
条
中
「
電
子
署
名
に
係
る
地
方
公
共
団
体
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
施
行

令
」
を
「
電
子
署
名
等
に
係
る
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
施
行
令
」
に
改
め
、

同
条
の
う
ち
電
子
署
名
に
係
る
地
方
公
共
団
体
の
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
二
十
一
条
の
改
正
規
定
中

「
第
二
十
一
条
」
を
「
第
三
十
一
条
」
に
、
「
区
長
辻
を
「
区
長
 
e
に
、
「
(
総
合
区
長
を
含
む
。
第
三
十
二
条
及
ぴ

第
三
十
三
条
に
お
い
て
同
じ
。
)
」
を
「
総
合
区
長
を
含
む
。
」
に
、
「
同
表
第
三
十
二
条
の
廼
を
「
同
表
第
四
十
六
条

の
項
中
「
区
長
」
の
下
に
ス
総
合
区
長
を
含
む
。
第
六
十
二
条
に
お
い
て
同
じ
。
)
一
を
加
え
、
同
表
第
六
十
二
条
の

項
」
に
改
め
、
同
改
正
規
定
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

第
三
十
二
条
の
見
出
し
中
「
区
の
下
に
「
及
び
総
合
区
を
加
え
、
同
条
中
「
作
成
し
た
区
長
]
の
下
に
「
又

は
総
合
区
長
」
を
加
え
る
。

第
四
十
七
条
の
う
ち
総
務
省
組
織
令
第
七
条
第
一
項
第
二
十
九
号
及
ぴ
第
四
十
六
条
第
九
号
の
改
正
規
定
中
「
第

七
条
第
一
項
第
二
十
九
号
」
を
「
第
七
条
第
一
項
第
三
十
丑
に
改
め
る
。

報官

政
令
第
三
百
二
号

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
び
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
び
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
二
十
七
年
法
律
第

五
十
六
号
)
附
則
第
一
条
本
文
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

る

国

1

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
ぴ
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ

に
公
布
す
る
。

Ⅱ呂

御
名
御
璽

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
び
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に

関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
七
年
八
月
二
十
八
日

牙

御
名
御
璽

の

政
令
第
三
百
三
号

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
ぴ
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整

備
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
及
ぴ
構
造
改
革
特
別
区
域
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
早
成
二
十
七
年
法
律
第

五
十
六
号
)
の
施
行
に
伴
い
、
及
ぴ
関
係
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

国
家
戦
略
特
別
区
域
法
施
行
令
の
一
部
改
正

平
成
二
十
七
年
八
月
二
十
八
日

を

総
務
大
臣

内
閣
総
理
大
臣

る

凱

の
一

日
1

第
九
条
中
[
第
七
条
」
を
「
第
二
十
二
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
六
条
と
し
、
第
八
条
を
第
二
十
五
条
と
し
、

第
七
条
を
第
二
十
二
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

(
法
第
二
十
条
の
二
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
社
会
福
祉
施
迅

二
十
三
条
法
第
二
十
条
の
二
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
社
会
福
祉
施
設
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
児
童
福
祉
法
第
六
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
障
害
児
通
所
支
援
事
業
(
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
放

課
後
等
デ
ィ
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
事
業
に
限
る
。
)
、
同
法
第
六
条
の
三
第
二
項
に
規
定
す
る
放
課
後
児
童
健
全
育

成
事
業
、
同
条
第
七
項
に
規
定
す
る
一
時
預
か
り
事
業
若
し
く
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
小
規
模
保
育
事
業

の
用
に
供
す
る
施
設
又
は
同
法
第
三
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
育
所

二
身
体
障
害
者
福
祉
法
(
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
八
十
三
号
)
第
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
身
体
障

害
者
生
活
訓
練
等
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
又
は
同
法
第
三
十
一
条
に
規
定
す
る
身
体
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー

三
老
人
福
祉
法
(
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
)
第
二
十
条
の
二
の
二
に
規
定
す
る
老
人
デ
ィ
サ
ー
ピ

ス
セ
ン
タ
ー
又
は
同
法
第
二
十
条
の
七
に
規
定
す
る
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー

四
障
害
者
の
日
常
生
活
及
ぴ
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
(
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三

旦
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
障
害
福
祉
サ
ー
ピ
ス
事
業
(
同
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
自
立
訓
練
、
同
条

第
十
三
項
に
規
定
す
る
就
労
移
行
支
援
又
は
同
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
就
労
継
続
支
援
を
行
う
事
業
に
限

る
。
)
の
用
に
供
す
る
施
設
又
は
同
条
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

五
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
七
項
に
規

定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

六
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
都
市
公
園
ご
と
に
、
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
準
ず
る
社
会
福
祉
施
設
と

し
て
、
地
方
公
共
団
体
の
殷
置
に
係
る
都
市
公
園
に
あ
っ
て
は
当
該
地
方
公
共
団
体
が
条
例
で
定
め
る
も
の
、

国
の
設
置
に
係
る
都
市
公
園
に
あ
っ
て
は
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
も
の

内
閣
総
理
大
臣
安
倍

総
務
大
臣
山
本

法
務
大
臣
上
川

文
部
科
学
大
臣
下
村

厚
生
労
働
大
臣
塩
崎

農
林
水
産
大
臣
林

国
土
交
通
大
臣
太
田

山
本
安
倍

早
苗
晋
三

牙

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

晋
三
早
苗
陽
子
博
文
恭
久
芳
正
昭
宏

力

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

ノ
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口

゛

一

一

、

.

(
保
育
所
等
施
設
に
関
す
る
技
術
的
基
逕

第
二
十
四
条
法
第
二
十
条
の
二
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
技
術
的
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
保
育
所
等
施
設
の
外
観
及
ぴ
配
置
は
、
で
き
る
限
り
都
市
公
圃
の
風
致
及
ぴ
美
観
そ
の
他
都
市
公
園
と
し
て

の
機
能
を
害
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

二
保
育
所
等
施
設
の
構
造
は
、
倒
壊
、
落
下
そ
の
他
の
事
由
に
よ
る
危
険
を
防
止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
そ

の
他
の
公
園
施
設
(
都
市
公
園
法
(
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
七
十
九
号
)
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
園
施

設
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
)
の
保
全
又
は
公
衆
の
都
市
公
園
の
利
用
に
支
障
を
及
ぽ
さ
な
い
も

の
と
す
る
こ
と
。

三
保
育
所
等
施
設
が
地
階
を
有
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
地
階
の
部
分
の
構
造
は
、
堅
固
で
耐
久
力
を
有

す
る
と
と
も
に
、
他
の
占
用
物
件
(
都
市
公
園
法
施
行
令
(
昭
和
三
十
一
年
政
令
第
二
百
九
十
号
)
第
十
三
条

第
一
号
に
規
定
す
る
占
用
物
件
を
い
う
。
)
の
構
造
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

四
保
育
所
等
施
設
の
占
用
の
場
所
は
、
都
市
公
園
の
広
場
又
は
公
園
施
設
で
あ
る
建
築
物
(
建
築
基
準
法
雷

和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
)
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
建
築
物
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
J
内
と

す
る
こ
と
。

五
都
市
公
園
の
広
場
内
に
保
育
所
等
施
設
を
設
置
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
敷
地
面
積
の
合
計
は
当
該
都
市

公
園
の
広
場
の
敷
地
面
積
の
百
分
の
三
十
を
公
園
施
設
で
あ
る
建
築
物
内
に
保
育
所
等
施
設
を
設
置
す
る
場

合
に
あ
っ
て
は
そ
の
床
面
積
の
合
計
は
当
該
建
築
物
の
延
べ
面
積
の
百
分
の
五
十
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ

と
。

六
保
育
所
等
施
設
の
占
用
に
関
す
る
工
事
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
。

イ
当
該
工
事
に
よ
っ
て
公
衆
の
都
市
公
園
の
利
用
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
い
よ
う
で
き
る
限
り
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。

ロ
エ
事
現
場
に
は
、
柵
又
は
覆
い
を
設
け
、
夜
間
は
赤
色
灯
を
つ
け
、
そ
の
他
公
衆
の
都
市
公
園
の
利
用
に

伴
う
危
険
を
防
止
す
る
た
め
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

工
事
の
時
期
は
、
公
園
施
設
に
関
す
る
工
事
又
は
他
の
占
用
に
関
す
る
工
事
の
時
期
を
勘
案
し
て
適
当
な

＼ノ

時
期
と
し
、
か
つ
、
公
衆
の
都
市
公
園
の
利
用
に
著
し
く
支
障
を
及
ぽ
さ
な
い
時
期
と
す
る
こ
と
。

第
六
条
を
第
二
十
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

(
法
第
十
九
条
の
二
第
四
項
第
二
号
の
利
息
に
相
当
す
る
額
)

第
二
十
一
条
法
第
十
九
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
額
か
ら
控
除
す
る
同
項
第
二
号
に

掲
げ
る
額
の
う
ち
同
号
の
利
息
に
相
当
す
る
額
は
、
同
号
に
規
定
す
る
先
の
退
職
手
当
の
支
給
を
受
け
た
日
の
翌

日
か
ら
退
職
し
た
日
の
前
日
ま
で
の
期
間
に
つ
き
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
期
間
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
同
表

の
下
欄
に
掲
げ
る
利
率
で
複
利
計
算
の
方
法
に
よ
り
計
算
し
て
得
た
額
と
す
る
。

報官

'

平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
以
前

平
成
三
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

平
成
三
十
六
年
四
月
一
日
以
後

年
三
・
七
パ
ー
セ
ン
ト

平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

第
五
条
を
第
十
九
条
と
し
、
第
四
条
を
第
十
三
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
五
条
を
加
え
る
。

第
十
四
条
法
第
十
四
条
の
二
の
政
令
で
定
め
る
基
準
は
、
医
療
法
第
四
十
六
条
の
三
第
一
項
た
だ
し
書
の
認
可
(
第

一
号
に
お
い
て
単
に
「
認
可
」
と
い
う
J
の
申
請
に
係
る
医
療
法
人
が
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
お
い
て
、
国
際

的
な
経
済
活
動
の
拠
点
の
形
成
に
資
す
る
医
療
の
提
供
を
行
う
も
の
で
あ
っ
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
こ
と
と
す
る
。

一
・
認
可
の
申
請
に
係
る
理
事
が
、
二
年
以
上
医
療
法
人
の
理
事
と
し
て
の
経
験
を
有
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

二
医
療
法
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
社
会
医
療
法
人
又
は
租
税
特
別
措
置
法
(
昭
和
三
十
二
年
法

律
第
二
十
六
号
)
第
六
十
七
条
の
二
第
一
項
の
承
認
を
受
け
て
い
る
医
療
法
人
で
あ
る
こ
と
。

三
医
療
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
域
医
療
支
援
病
院
又
は
公
益
財
団
法
人
日
本
医
療
機
能
評
価
機
構

(
平
成
七
年
七
月
二
十
七
日
に
財
団
法
人
日
本
医
療
機
能
評
価
機
構
と
い
う
名
称
で
設
立
さ
れ
た
法
人
を
い

う
J
に
よ
り
良
質
な
医
療
を
提
供
す
る
た
め
の
業
務
の
運
営
が
確
保
さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
た
病
院
を
開
設

し
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

(
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
業
務
)

第
十
五
条
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
業
務
は
、
次
に
掲
げ
る
家
事
を
代
行
し
、
又
は
補
助
す
る

業
務
と
す
る
。

一
炊
事

二
洗
濯

三
掃
除

四
買
物

五
児
童
の
日
常
生
活
上
の
世
話
及
び
必
要
な
保
護
(
前
各
号
又
は
次
号
に
掲
げ
る
も
の
と
併
せ
て
実
施
さ
れ
る

も
の
に
限
る
J

六
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
家
庭
に
お
い
て
日
常
生
活
を
営
む
の
に
必
要
な
行
為

(
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
要
件
)

第
十
六
条
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
で
あ

る
こ
と
と
す
る
。

一
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
(
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
三
百
十
九
邑
第
六
条
第
二
項
の
申
請
を
行
う
日

に
お
け
る
年
齢
が
満
十
八
歳
以
上
で
あ
る
こ
と
。

二
家
事
を
代
行
し
、
又
は
補
助
す
る
業
務
に
関
し
一
年
以
上
の
実
務
経
験
を
有
し
、
か
つ
、
家
事
支
援
活
動
を

適
切
に
行
う
た
め
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

三
家
事
支
援
活
動
を
行
う
た
め
に
必
要
な
日
本
語
の
能
力
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

(
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
基
準
)

第
十
七
条
法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
法
第
十
六
条
の
三
第
三
項
に
規
定
す
る
指
針
に
照
ら
し
て
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。

二
国
家
戦
略
特
別
区
域
家
事
支
援
外
国
人
受
入
事
業
を
遂
行
す
る
た
め
に
必
要
な
経
済
的
基
礎
恐
こ
れ
を
的

確
に
遂
行
す
る
た
め
に
必
要
な
そ
の
他
の
能
力
が
十
分
で
あ
る
こ
と
。

三
本
邦
に
お
い
て
三
年
以
上
家
事
を
代
行
し
、
又
は
補
助
す
る
業
務
に
係
る
事
業
を
行
っ
て
い
る
者
で
あ
る
こ

と
。

四
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
。

イ
禁
鋼
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら

起
算
し
て
五
年
を
経
過
し
な
い
者

平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

(
第
四
条
の
一
の
令
で
め
る

平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

平
成
三
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

年
三
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

年
一
・
七
パ
ー
セ
ン
ト

年
四
・
一
パ
ー
セ
ン
ト

年
二
・
0
パ
ー
セ
ン
ト

年
四
・
ニ
パ
ー
セ
ン
ト

年
二
・
四
パ
ー
セ
ン
ト

年
二
・
ハ
パ
ー
セ
ン
ト

年
三
・
一
パ
ー
セ
ン
ト

年
三
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
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(
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正

第
十
条
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
(
平
成
二
十

六
年
政
令
第
二
百
三
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
三
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
七
曼
第
十
二
条
の
四
第
十
五
項
及
び
第
十
七
項
か

ら
第
十
九
項
ま
で
の
規
定
に
限
る
。
)

(
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
令
の
一
部
改
正

第
十
一
条
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
令
(
平
成
二
十
六
年
政
令
第
二
百
十
三
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。第
十
七
条
第
二
号
中
「
児
童
福
祉
迭
の
下
に
ス
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
七
量
第

十
二
条
の
四
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
)
一
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
十
一
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
条
十
二
条
の
四
第
七
項
の
規
定
に
限
る
J

(
内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
改
正

第
十
二
条
内
閣
府
本
府
組
織
令
(
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
三
号
⑪
中
「
区
域
計
画
に
関
す
る
こ
と
」
の
下
に
「
、
同
法
第
十
六
条
の
三
第
三
項
に
規
定
す
る
指
針

の
作
成
に
関
す
る
こ
と
」
を
加
え
る
。

(
厚
生
労
働
省
組
織
令
の
一
部
改
正
)

第
十
三
条
厚
生
労
働
省
組
織
令
(
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五
十
二
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
十
八
条
第
四
号
中
「
保
育
士
」
の
下
に
「
及
び
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
」
を
加
え
る
。

命
土
交
通
省
組
織
令
の
一
部
改
正
)

第
十
四
条
国
土
交
通
省
組
織
令
(
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
五
十
五
旦
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
百
二
十
四
条
の
二
第
五
号
及
ぴ
第
二
百
二
十
四
条
の
九
第
三
号
中
「
国
際
戦
路
総
合
特
別
区
域
通
訳
案
内
士
、

地
域
活
性
化
総
合
特
別
区
域
通
訳
案
内
士
」
を
靈
域
限
定
特
例
通
訳
案
内
士
」
に
改
め
る
。

国
土
交
通
大
臣

内
閣
総
理
大
臣

報

太
田
安
倍

官

一

附
則1月

日
力
ら

国
家
戦
略
特
別
区
域
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御
名
御
璽

平
成
二
十
七
年
八
月
二
十
八
日

第
一
号
中
「
東
京
都
千
代
田
区
、
中
央
区
、
港
区
、
新
宿
区
、
文
京
区
、
江
東
区
、
品
川
区
、
大
田
区
及
ぴ
渋
谷
区

並
ぴ
に
一
を
「
東
京
都
及
び
」
に
改
め
、
同
号
を
第
三
号
と
し
、
同
号
の
前
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

一
宮
城
県
仙
台
市
の
区
域

二
秋
田
県
仙
北
市
の
区
域

附
則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

る

昭
宏
晋
三

政
令
第
三
百
四
号

国
家
戦
略
特
別
区
域
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
(
平
成
二
十
五
年
法
律
第
百
七
号
)
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政

令
を
制
定
す
る
。

国
家
戦
略
特
別
区
域
を
定
め
る
政
令
(
平
成
二
十
六
年
政
令
第
百
七
十
八
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
号
を
第
九
号
と
し
、
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
を
三
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
二
号
を
第
四
号
と
し
、
同
号
の
次

に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五
愛
知
県
の
区
域

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

る
の
一
の
日
(

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

法
務
大
臣
上
川
陽
子

財
務
大
臣
麻
生
太
郎

文
部
科
学
大
臣
下
村
博
文

厚
生
労
働
大
臣
塩
崎
恭
久

国
土
交
通
大
臣
太
田
昭
宏

御
名
御
璽

平
成
二
十
七
年
八
月
二
十
八
日

政
令
第
三
百
五
号

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
(
平
成
十
五
年
法
律
第
二
十
号
)
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の

政
令
を
制
定
す
る
。

社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法
施
行
令
(
平
成
十
五
年
政
令
第
百
六
十
二
邑
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
中
「
五
年
」
を
「
お
お
む
ね
五
年
一
に
改
め
る
。

附
則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

平
成
二
十
七
年
六
月
二
日
か
ら
七
月
二
十
六
日
ま
で
の
間
の
豪
雨
及
ぴ
暴
風
雨
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害

並
ぴ
に
こ
れ
に
対
し
適
用
す
ぺ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御
名
御
璽

平
成
二
十
七
年
八
月
二
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

政
令
第
三
百
六
号

平
成
二
十
七
年
六
月
二
日
か
ら
七
月
二
十
六
日
ま
で
の
間
の
豪
雨
及
ぴ
暴
風
雨
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
激
甚

災
害
並
び
に
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る
政
令

じ
ん

内
閣
は
、
激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律
(
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
邑

第
二
条
第
一
項
及
ぴ
第
二
項
第
三
条
第
一
項
第
四
条
第
一
項
並
び
に
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
こ

の
政
令
を
制
定
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

一
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【 改 正 文 】

健 政 発 第 ４ １ ０ 号

昭和６１年６月２６日 
最終改正 医政発０３３０第２６号

平成２４年３月３０日 

各 都 道 府 県 知 事  殿

厚生労働省医政局長  

医療法人制度の改正及び都道府県医療審議会について

昨年 12 月 27 日法律第 109 号をもって公布された医療法の一部を改正する法律(以下

｢改正法｣という。)のうち、医療法人の役員、医療法人の指導監督に関する規定、新たに設

置される医療審議会及び都道府県医療審議会等に関する規定については、本年 6 月 27 日
から施行され、医師又は歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療所を開設する医療法人、

複数の都道府県において病院又は診療所を開設する医療法人に係る特例に関する規定につ

いては、医療法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令(昭和 61 年政令第 213 
号。以下「施行期日政令」という。別添 1 参照。)により、本年 10 月 1 日から施行される

こととなった。これに伴い、医療法施行令等の一部を改正する等の政令(昭和 61 年政令第

214 号。以下「改正政令」という。別添 2 参照。)が本年 6 月 17 日に、医療法施行規則の

一部を改正する省令(昭和 61 年厚生省令第 36 号。以下「改正省令」という。別添 3 参照。)
が本年 6 月 25 日にそれぞれ公布されたところである。 
これらの施行に当たっては、特に左記事項に留意の上、その運用に遺憾なきを期された

い。

なお、医療計画に関する事項については、追って通知する予定である。

記

第一 医療法人制度に関する事項

１ （削除）

参 考



２ 医師又は歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療所を開設する医療法人 
医師又は歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療所を開設しようとする社団又は 

財団についても医療法人の設立ができるものとされたこと。今後とも、医療事業の経

営の合理化、組織の適正化を図る観点から医療法人の設立に係る指導を行われたいこ

と。 
３ 医療法人の設立に係る手続等 

医療法人の設立に係る手続等について次のように改めることとしたこと。 
(1) 医療法人の定款例及び寄附行為例について 

医療法人の定款例及び寄附行為例を別添４のとおり定めることとしたこと。 
(2) 設立認可申請の提出書類について 
① 規則第 31 条第 3 号に掲げる設立決議録のうち、他の申請書類と重複するもの

については、その旨を記載した上で提出を省略することができるものとすること。 
② 既に法第 7 条の規定に基づき許可を受け、又は法第 8 条の規定に基づき届出を

した病院又は診療所を経営することを目的とする医療法人の設立の申請をしよう

とする場合は、規則第 31 条第 5 号に掲げる当該病院又は診療所の敷地及び建物

の構造設備に関する事項を省略した書類に代えることができるものとすること。 
４ 医療法人の理事数 

法第 46 条の 2 第 1 項ただし書の規定に基づく都道府県知事の認可は、医師又は歯

科医師が常時一人又は二人勤務する診療所を一箇所のみ開設する医療法人に限り行わ

れるものとすること。その場合においても、可能な限り、理事二人を置くことが望ま

しいこと。 
５ 医療法人の理事長 

(1) 法第 46 条の 3 第 1 項の規定の趣旨は、医師又は歯科医師でない者の実質的な支

配下にある医療法人において、医学的知識の欠落に起因し問題が惹起されるような

事態を未然に防止しようとするものであること。 
(2) 同項ただし書の規定に基づく都道府県知事の認可は、理事長が死亡し、又は重度

の傷病により理事長の職務を継続することが不可能となった際に、その子女が、医

科又は歯科大学(医学部又は歯学部)在学中か、又は卒業後、臨床研修その他の研修を

終えるまでの間、医師又は歯科医師でない配偶者等が理事長に就任しようとするよ

うな場合には、行われるものであること。 
(3) 次に掲げるいずれかに該当する医療法人については、同項ただし書の規定に基づ

く都道府県知事の認可が行われるものであること。 
① 特定医療法人又は社会医療法人 
② 地域医療支援病院を経営している医療法人 
③ 公益財団法人日本医療機能評価機構が行う病院機能評価による認定を受けた医

療機関を経営している医療法人 
(4)  (3)に掲げる要件に該当する以外の医療法人については、候補者の経歴、理事会構



成(医師又は歯科医師の占める割合が一定以上であることや、親族関係など特殊の関

係のある者の占める割合が一定以下であること。)等を総合的に勘案し、適正かつ安

定的な法人運営を損なうおそれがないと認められる場合には、都道府県知事の認可

が行われるものであること。 
この場合、認可の可否に関する審査に際しては、あらかじめ都道府県医療審議会 

の意見を聴くこと。 
(5)  (3)及び(4)の取扱いに当たっては、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号に規定する組織の構成員又は関係者が役員

に就任していないこと、また、就任するおそれがないことを十分確認すること。 
６ 病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者の理事就任 

法第 47 条第 1 項の規定の趣旨は、医療施設において医療業務に関する実質的な責

任を有している管理者の意向を法人の運営に正しく反映させることを目的としたもの

であること。 
なお、同項ただし書の規定に基づく都道府県知事の認可は、多数の病院、診療所又

は介護老人保健施設を開設する医療法人で、離島など法人の主たる事務所から遠隔地

にある病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者について行われるものであること。 
７ （削除） 
８ 医療法人の会計年度 

法第 53 条ただし書の規定に基づき、会計年度の区分を変更する場合において、その

変更が行われる会計年度の終期については、変更後の会計年度の終期と同一の月日と

しても差し支えないこと。 
９ 医療法人の事務所への立入検査及び医療法人に対する改善命令 

(1) 法第 63 条又は法第 64 条に規定する「運営が著しく適正を欠く」場合とは、附帯

業務に多額の投資を行うことによって法人の経営状態が悪化する等法人の附帯業務

の継続が法人本来の業務である病院、診療所又は介護老人保健施設の経営に支障が

あると認められる場合や法人の資金を役員個人又は関連企業に不当に流用し、病院、

診療所又は介護老人保健施設の経営の悪化を招いていると認められる場合等をいう

ものであること。 
(2) 法第 63 条第 2 項の規定に基づき、医療法人の事務所に立ち入り、業務若しくは

会計の状況を検査する職員の身分を示す証票の様式を新たに規則別記様式第 3 とし

て定めたこと。 
(3) また、法第 64 条の規定に基づく「必要な措置」の例として、不動産の買占め、

不動産賃貸業等附帯業務の範囲を超える事業を行っている場合のその事業の中止、

附帯業務の継続が、法人本来の業務である病院、診療所又は介護老人保健施設の運

営に支障があると認められる場合のその附帯業務の中止、縮小等が考えられること。 
10 医療法人の役員の変更の届出 

医療法施行令第 5 条の 13 の規定により、役員の変更があった場合には、都道府県



知事に対し、その役員に係る就任承諾書及び履歴書を届け出るものとされたこと。こ

の届出の受理に当たっては、変更後の役員について法第 46 条の 2 第 2 項に規定する

欠格事由の有無について確認されたいこと。 
第二 都道府県医療審議会に関する事項 
１ 改正政令において、都道府県医療審議会の組織及び運営に関し必要な事項が定めら

れたこと。 
(1) 都道府県医療審議会の委員の人数、専門委員の設置及びその人数並びに部会につ

いては、各都道府県においてそれぞれの実情に即し判断されたいこと。 
(2) 都道府県医療審議会の委員構成については、以下の点に留意されたいこと。 
① 医師、歯科医師、薬剤師としては、医師会、歯科医師会又は薬剤師会を代表す

る者のほか、公・私立の病院又は医療法人の経営に携わっている者を加えるよう

配慮すること。 
② 医療を受ける立場にある者としては、市町村の代表者、医療保険の保険者を代

表する者等を加えることが考えられること。 
③ 学識経験のある者としては、医学、公衆衛生をはじめ、看護、病院の管理、救

急業務その他医療に関する事項についての学識経験者を加えることが考えられる

こと。 
④ 専門委員については、専門の事項を調査審議するため必要がある場合には、医

療に関する専門家等を充てる趣旨であること。 
(3) 部会については、例えば、医師又は歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療所

を開設する医療法人に係る設立認可に当たっての意見聴取等医療法人に係る審議案

件が急増することが予想される場合に、医療法人部会を設け、同部会の決議をもっ

て審議会の決議とすることが考えられること。 
２ 医療機関整備審議会の廃止に関する規定の施行日については、施行期日政令により、

本年 8 月 1 日とされたので、同審議会に係る条例の廃止等所要の措置を講じられたい

こと。 
 
別添１～４ 略 




